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はじめに 

 

道路の無電柱化については、昭和 60 年代初頭から全国的に取り組ま 

れており、全国で整備延長 1 万 km を超える無電柱化が図られてきた。し

かしながら、依然として道路において電柱が建てられており、増加傾向

にあるのが現状である。 

これまで無電柱化は、防災性の向上、安全性・快適性の確保、良好な

景観の形成の観点から実施してきたが、近年、災害の激甚化・頻発化等

により、倒木や飛来物起因の電柱倒壊による停電並びに通信障害が報告

されており、物流や復旧活動など防災上の観点から無電柱化の必要性が

より一層高まっている。 

このような状況から令和２(2020)年 12 月に閣議決定された「防災・減 

災・国土強靱化のための５か年加速化対策」により電柱倒壊のリスクが

ある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化が進められている。 

国においては無電柱化の推進に関する法律（平成 28 年法律第 112 号。

以下「無電柱化法」という。）第７条に基づき、令和３(2021)年５月に、

今後５年間で、新たに約 4,000km の無電柱化の着手を目標とした無電柱

化推進計画が策定された。 

栃木県においても、これまで無電柱化事業は昭和 61 年度から継続的に

取り組んでおり、また、無電柱化法施行に伴う「栃木県無電柱化推進計

画」を平成 31(2019)年３月に策定し計画的に推進を図ってきたところで

ある。 

今後さらに無電柱化を推進するためには、これまでの課題となってい

る低コスト化や工期の短縮、新たな技術の導入などを解決していくとと

もに、国、県、市町が連携し、共通認識の下、整備目標の達成に取り組

んでいくことが重要である。 

今回の策定する計画では、無電柱化法第８条に基づき、国の無電柱化

推進計画を基本として、前計画の課題等を踏まえ、国、県、市町と連携

し、本県における無電柱化を一層推進するべく新たな栃木県無電柱化推

進計画を策定し、今後の無電柱化の基本的な方針、目標、施策等を定め

るものである。 
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１ 無電柱化の推進に関する基本的な方針 

 

(1) 栃木県における無電柱化の現状 

本県における無電柱化は、市街地の緊急輸送道路やバリアフリー化が必要

な道路＊１、世界文化遺産周辺の地区を代表する道路等において無電柱化を進

めてきた結果、無電柱化整備延長＊２が平成 30(2018)年度末で 176km であっ

たものが、令和３(2021)年度末で 194km となった。 

近年は台風等の自然災害が激甚化・頻発化しており、特に市街地では被害

が甚大になりやすく、電柱倒壊による道路閉塞を未然に防止するなど無電柱

化の必要性が高まっている。また、緊急輸送道路では、防災上の観点から道

路ネットワークを確保する必要があり、国、県、市町が連携し連続性のある

計画としていかなければならない。 

さらに、無電柱化事業は、長期化、高コストが課題となっており、無電柱

化がなかなか進まないのが現状である。そのため、国の「道路の無電柱化低

コスト手法導入の手引き」等を参考に県独自のマニュアル「栃木県電線共同

溝整備マニュアル」を整備しコスト縮減に取り組んできたが、引き続き、新

技術の活用を含めた低コスト化が課題となっている。 

※１  高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく特定道路。 

※２  無電柱化整備延長とは無電柱化済み区間及び無電柱化の工事に着手済み区間の整備延長をいう。 

なお整備延長には国、県、市町の管理道路を含める。 

 

           

(2) 今後の無電柱化の取組姿勢 

本計画においても前計画と同様に防災、安全・円滑な交通確保、景観形成・

観光振興の観点から無電柱化を推進していくこととし、特に市街地の緊急輸

送道路を重点的に取り組んでいく。 

無電柱化の推進は、無電柱化法第２条に掲げる「国、地方公共団体及び関

係事業者の適切な役割分担の下に行われなければならない」等の基本理念の

下、次の道路において無電柱化を実施していく。 
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(3) 無電柱化の対象道路 

本県では、重点的に無電柱化を進める対象として、以下の道路において無

電柱化を実施する。ただし、これらの道路以外の道路では無電柱化を実施し

ないということではなく、地域ニーズに応じ必要な無電柱化は着実に実施す

る。 

対象道路の選定に当たっては、栃木県地域防災計画や栃木県国土強靱化地

域計画のほか、とちぎの道路・交通ビジョン 2021、とちぎ道づくりプログラ

ム、景観法に基づく景観計画等、関係する様々な計画を踏まえ、これらの計

画の実施にも資するよう留意する。 

なお、具体的な無電柱化事業の実施箇所については、国（宇都宮国道事務

所）、県の機関及び電線管理者等で組織する栃木県無電柱化推進協議会等にお

いて地域の実情を踏まえ、調整する。 

 

ア 防災 

緊急輸送道路や重要物流道路、避難所へのアクセス道路、避難路など、災

害の被害拡大防止や被災時の通行確保を図るために必要な道路の無電柱化を

推進する。特に市街地内のこれらの道路においては、より被害が甚大となり

やすいことや、近年の台風による倒木や飛来物起因の電柱倒壊等を踏まえ、

重点的に推進し電柱倒壊リスクの解消を目指す。 

 

      整備前              整備後 

 

 

 

 

 

県道 大田原高林線  大田原市中央 
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イ 安全・円滑な交通確保 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律

第 91 号）に基づく特定道路、人通りの多い商店街や学校周辺の通学路、歩行

者が路側帯の電柱を避けるため車道にはみ出し通行するような道路などにお

いて安全かつ円滑な交通の確保のために必要な無電柱化を推進する。 

 

 

      整備前              整備後 

 

 

 

ウ 景観形成・観光振興 

世界遺産や日本遺産の認定を受けた地域、重要伝統的建造物群保存地区の

選定を受けた地域、景観法や景観条例に基づく地域、地域における歴史的風

致の維持及び向上に関する法律等に位置づけられた地域など、地域の特性を

活かした良好な景観形成や観光振興に必要な地域の無電柱化を推進する。 

 

 

整備前               整備後 

 
国道 １１９号 日光市御幸町 

県道 雀宮停車場線 宇都宮市雀宮 
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(4) まちづくり等における無電柱化の推進や道路空間のリデザイン 

まちづくり等の総合的な計画においても無電柱化を位置づけ、地域の賑わ

いを創出するような道路空間の整備を推進する。 

また、無電柱化を実施する機会を捉えて、道路のバリアフリー化や自転車

通行空間の確保など道路空間のリデザインを推進する。 

 

２ 無電柱化推進計画の期間                    

   

令和４(2022)年度から令和８(2026)年度までの５年間とする。 

 

３ 無電柱化の推進に関する目標            

本計画では、国、市町と連携を図り、緊急輸送道路等の道路ネットワークの構 

築や整備済み区間との連続性などの観点から、下図のとおり無電柱化推進計画延

長を 324km とし、無電柱化を推進していく。 

また、本計画では下記の指標のとおり市街地の緊急輸送道路を重点的な整備箇

所として、新たに 99km の無電柱化の着手を目標とする。 

 

（1）防災              90km 

       ・市街地の緊急輸送道路等           

（2）安全・円滑な交通確保      22km     99km 

・特定道路、通学路等                  （重複あり) 

（3）景観形成・観光振興       21km 

・世界文化遺産周辺の地区を代表する道路等 

無電柱化着手率     ６０％（令和３(2021)年度末）→  ９０％（令和８(2026)年度末) 
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４ 無電柱化の推進に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策      

   

(1) 無電柱化事業の実施 

次の構造及び事業手法により、無電柱化を実施する。構造や事業手法は、

電線管理者や地元住民等との協議を踏まえ決定する。 

 

ア 無電柱化の構造 

(ｱ) 管路構造 

ケーブルを収容する管路と分岐器等を収容する特殊部により地中化す 

る方式 

(ｲ) 小型ボックス構造 

管路の代わりに小型化したボックス内に複数のケーブルを収容し埋設 

する方式 

(ｳ) 直接埋設構造 

ケーブルを地中に直接埋設する方式 

(ｴ) 軒下配線 

建物の軒等を活用して電線類の配線を行う方式 

(ｵ) 裏配線 

表通りの無電柱化を行うため、裏通り等へ電柱、電線等を移設する方式 

 

なお、地上機器の設置により、十分な歩道幅員の確保が困難である場合 

等には、地域の実情に応じて柱状型機器の活用も選択肢とする。 

 

イ 事業手法 

(ｱ) 電線共同溝方式 

電線共同溝の整備等に関する特別措置法に基づき、道路管理者が電線共 

同溝を整備し、電線管理者が電線、地上機器を整備する方式 

(ｲ) 自治体管路方式 

管路設備を地方公共団体が整備し、残りを電線管理者が整備する方式  

(ｳ) 要請者負担方式 

土地区画整理事業、市街地再開発事業等において、事業等の要請者が整 

備する方式 

(ｴ) 単独地中化方式 

電線管理者が整備する方式 
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(ｵ) 既存ストック活用方式 

既に地下埋設されている電力設備、通信設備を活用する方式 

本県では、平成 24（2012）年から電線管理者等との間で電線管理者等が

有する既設の地中管路等について、「電線類地中化事業に伴う既存ストック

の有効活用を図るための固定資産の譲渡及び電線共同溝工事等に関する協

定」を締結している。 

 

 

以上の事業手法により無電柱化を実施する場合の費用については、それぞれの

整備主体の負担とする。ただし、軒下配線又は裏配線を道路事業の移設補償とし

て行う場合は、道路管理者が負担する。 
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(2) コスト縮減の推進 

 

ア 多様な整備手法の活用 

効率的に無電柱化を推進するため、地中化以外の手法である軒下配線や裏

配線も含め、地域の協力を得て推進する。 

地中化により無電柱化を実施する場合は、収容する電線類の量や地域にお

ける需要変動の見込み、道路交通の状況、既設埋設物の状況等に応じ、メン

テナンスを含めたトータルコストにも留意しつつ、低コストである浅層埋設

や小型ボックス構造、角型多条電線管等、様々な手法を比較し、現場に応じ

た最適な手法によりコスト縮減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低コスト手法の種類（国土交通省ホームページより） 

 

          

軒下配線イメージ図             裏配線イメージ図 

                   （国土交通省ホームページより） 
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イ 新技術・新工法の活用 

道路管理者や電線管理者は情報収集に努め、栃木県無電柱化推進協議会等

で情報共有し、「新技術情報提供システム(NETIS)」等、新技術の活用を検討

していく。 

 

(3) 事業のスピードアップ 

 

ア 事前調整による工期短縮 

電線共同溝整備事業の際には、本管、引込管、連係管の同時施工の可能性 

について検討し、工期短縮を図る。 

 

イ 既存ストックの活用 

電線管理者が既設の地中管路等を有する場合には、これらの既存ストック

の活用が可能か検討し、効率的に無電柱化を実現する。 

 

ウ 地域の合意形成の円滑化 

低コスト手法や軒下配線・裏配線を含む事業手法の選択、地上機器の設置

場所等について、地域の合意形成の円滑化を図るため、支援体制の強化、事

業手法の見直し、地元協議会の設置等により、事業のスピードアップにつな

げる。 

 

エ 地下情報の３次元データベース化の推進 

国では、ガスや上下水道等の地下埋設物件の位置情報が無電柱化工事に有

効なことから、地下情報の３次元データベース化に向けて取り組んでいくこ

ととしているが、県においては国の取組状況等について栃木県無電柱化推進

協議会等で情報の共有を図っていく。 

 

オ 電柱等撤去の進捗状況の把握 

無電柱化事業は電柱が抜柱となり無電柱化済みとなることから、栃木県無

電柱化推進協議会等を活用し、電線及び電柱撤去の進捗状況を適宜把握し、

事業のスピードアップを図る。 

 

 

 



 
 

10 
 

(4) 占用制度の運用 

 

ア 占用制限制度の適切な運用 

本県では、道路法第 37 条第 1 項の規定により、防災の観点から、緊急輸送

道路（全線）の占用の制限を実施しており、今後、緊急輸送道路の見直しが

行われた際は、併せて占用制限区域の見直しを行っていく。なお、既設電柱

の占用制限及び交通安全の観点での新設電柱の占用制限については、国や他

県の動向など情報収集に努める。 

 

イ 無電柱化法第 12 条の規定による新設電柱の抑制等 

無電柱化法第 12 条の規定により、関係事業者に対し、道路事業や街路事業、 

市街地開発事業等の実施の際に新たに整備する道路上において電柱・電線の

新設を抑制するとともに、既存の電柱・電線について、当該事業の実施と併

せて撤去を促していく。 

 

ウ 沿道民地電柱への対応 

令和３(2021)年３月の道路法改正により、緊急輸送道路等の沿道区域のう

ち、指定された沿道区域において電柱等の工作物を設置しようとする者は、

道路管理者への届出を義務づける制度が創設された。本県は国及び他県の動

向を注視し、道路閉塞の防止に向けて検討を進めていく。 

 

(5) メンテナンス・点検及び維持管理 

近年の激甚化する災害を踏まえ、災害に強い施設、設備のあり方について 

検討を進めるとともに、整備後約 30 年以上経過している地中化施設もある

ため、施設の健全性を維持していくことが必要である。 

このため、国では、電線共同溝点検要領（仮称）を作成し、電線共同溝の

メンテナンス・点検方法等について統一的な手法を示すこととしていること

から、作成予定の要領を活用し、電線共同溝の適切な維持管理を図っていく。 
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(6) 関係者間の連携の強化 

 

ア 推進体制 

無電柱化を推進するためには、関係者との協議・合意形成が重要なことか

ら、栃木県無電柱化推進協議会を推進体制として活用し、計画段階から関係

者間で協議、調整の場とするとともに低コスト手法の普及や事業のスピード

アップについても取り組む。 

また、緊急輸送道路等の道路ネットワークを考慮した上で、国、県、市町

の各道路管理者が連携を図りながら無電柱化を推進するよう調整を行う。 

 

イ 工事・設備の連携 

道路改良事業等に併せて無電柱化を実施する際に、ガス、水道等の地下埋

設物の工事等の予定がある場合は、道路占用調整会議等インフラ関係者が参

加する会議にて、工程等を調整し同時施工に取り組む。 

     

ウ 民地の活用 

道路空間に余裕が無い場合や良好な景観形成等の観点から道路上への地上 

機器の設置が望ましくない場合においては、地上機器の設置場所として、学

校や公共施設等の公有地や公開空地等を含む民地の活用について、各管理者

の同意を得て進める。 

 

エ 他事業との連携 

無電柱化の実施に際し、地域の課題を踏まえ土地区画整理事業等の他事業

と連携して総合的、計画的に取り組むよう努める。 
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５ 施策を総合的、計画的かつ迅速に推進するために必要な事項     

 

(1) 広報・啓発活動 

無電柱化の意義や重要性を広く県民の理解と関心を深め協力が得られるよ

う、栃木県の各種イベント時において無電柱化に関する広報・啓発活動を行

う。また、無電柱化の実施状況、効果等について、県ホームページや広報等

を活用して周知し、理解を広げる。  

 

(2) 市町への技術的支援 

市町による無電柱化を推進するため、栃木県無電柱化推進協議会におい

て、市町村無電柱化推進計画の策定を働きかけるとともに、栃木県電線共

同溝整備マニュアル等を活用し、合意形成に関する進め方や技術的な課題

について、必要な助言を行う。 

また、国や他の地方公共団体と連携し、無電柱化に関する情報収集に努

めるとともに、本県の取組について各市町との情報共有を図る。 

 

  

 

 


